
 

 

 

 

株式会社七十七銀行（頭取 小林 英文）では、「７７ＳＤＧｓ支援サービス」を通じ

て、株式会社総合土木コンサルタンツ（以下、「当社」といいます。）の「ＳＤＧｓ宣

言書」の策定を支援いたしましたので、下記のとおりお知らせします。 

当行は、持続可能な社会の実現に向け、地域金融機関として企業の「ＳＤＧｓ」への

取組みを支援してまいります。 
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企業名 所在地 事業内容 

株式会社総合土木コンサルタンツ 

（代表取締役 佐々木 知徳） 
岩手県一関市萩荘字金ケ崎３３－１ 建設関連業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注．当社の「ＳＤＧｓ宣言書」については、別紙のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

株式会社総合土木コンサルタンツの「ＳＤＧｓ宣言書」の策定支援について 

News Release 2022年 5月 20日 

七十七グループは持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）を支援しています。 
  もっと、ずっと、地域と共に。 

（企業概要） 

当社は１９８３年創業の建設コンサルタント会社であり、道路や河川・砂防に関わる
測量、その先にある、地域のニーズに合わせた設計、建築・土木構造物や災害復旧設
計・施工に必要な地質調査、更には土工の施工管理および数値解析等の土質調査まで手
掛け、地域社会のインフラ全般に携わっております。 

技術士、RCCM、補償業務管理士等の有資格者を数多く抱えるほか、「いわて健康企
業宣言」「いわて女性活躍認定企業」を取得するなど、社員の教育・育成および福利厚
生に注力しています。また、ワクチン寄付、募金活動による地域社会貢献活動にも積極
的に取り組んでおります。 
今後も、「地域社会への貢献」「撓まざる技術の向上」「顧客重視の姿勢」という経

営方針のもと、一関地域、および東北の社会インフラを担う建設コンサルタント業者と
して、持続可能な地域づくりに貢献して参ります。 

ＳＤＧｓ（Sustainable Development Goals） 

2015年9月に、国連に加盟する全ての国が全会一致で採択した国

際目標であり、17のゴールと、169のターゲットから構成されてい

ます。 

七十七グループは2020年7月に「七十七グループのＳＤＧｓ宣言 

～ もっと、ずっと、地域と共に。～」を表明し、ＳＤＧｓに対する

取組みを更に強化するため、2021年10月に「ＳＤＧｓ実践計画」を

策定しました。 
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関連が強い

SDGsゴール

人権

人材育成

ダイバーシティ

健康経営

社員の技術力の向上、ひいては会社全体の成
長を目標に、育成体制や労働環境の策定に注
力して参ります。
 ハラスメント防止規定の策定
 残業時間削減目標の制定
 レベル別の社内研修実施
 「いわて健康経営宣言」取得
 「女性活躍推進取組方針」の策定

環境

廃棄物

再生可能エネルギー

作業現場での廃棄物削減は勿論、その他自社
独自の取組みにより、温室効果ガス削減にも
注力、環境保全にも努めて参ります。
 廃棄物処理法に基づいた適正処理
 節電節水、紙資源再利用の社内徹底
 営業車にハイブリッドカー導入
 「岩手県有林Ｊ-クレジット」購入

組織体制

内部体制

法令順守

企業運営の根幹となる、経営理念・経営目標
を重視、社員全員が当事者意識をもって業務
を行う会社を目指します。
 社内外へ自社方針の発信・共有
 毎月定例会議で社内コミュニケーション
 経営理念・目標のアップデート

公正かつ適正な事業活動のため、コンプライ
アンスも徹底させた社内体制を目指します
 就業規則でコンプライアンスルール明文化
 朝礼や定例会議での周知

社会貢献

地域の環境配慮

教育・社会貢献

経営目標にも掲げている「地域社会への貢
献」を重要視しております。地域に根差した
建設関連事業者として、本業以外の活動にも
注力しております。
 岩手県緑化推進委員会への「緑の募金」
 「古着deワクチン」

→不要作業着を開発途上国へ発送し支援
 地元イベント協賛への積極参加

当社はSDGsの内容を理解し、SDGs達成に向けた取組を下記のとおり宣言します。

SDGs宣言書

株式会社総合土木コンサルタンツ
2022年5月20日

SDGs（Sustainable Development Goals：持続可能な開発目標）は、持続可能な開発のために国連が定めた国際目標です。2030年までに
世界において解決すべき17のゴールを定めています。SDGsは、2030年の未来の「あるべき姿」もしくは私たちが直面している社会課題が、
分かりやすく・バランス良く「見える化」されたものであり、企業がその経営や未来の姿を検討する際に役立つツールと言えます。

貧困をなく
そう

飢餓をゼロ
に

全ての人に
健康と福祉
を

質の高い教
育をみんな
に

ジェンダー
平等の実現

安全な水と
トイレを世
界中に

エネルギー
をみんなに
そしてク
リーンに

働きがいも
経済成長も

産業と技術
革新の基盤
をつくろう

人や国の不
平等をなく
そう

住み続けら
れるまちづ
くりを

つくる責任
つかう責任

気候変動に
具体的な対
策を

海の豊かさ
を守ろう

陸の豊かさ
も守ろう

平和と公正
をすべての
人に

パートナー
シップで目
標を達成し
よう


